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研究成果の概要（和文）：本研究は，株式会社の生成と本質について，オランダ東インド会社を研究対象として
会計史的に研究しようとしたものである。初年度にはこれまでの研究活動の中で収集した資料の分析と当該領域
の研究に関するデータベースの構築と，そして，その開示を目的とした研究用ホームページの作成に着手し，第
2年度には，データベースを伴った研究用ホームページを公開した。第3年度には，現地調査を行い，研究者との
研究交流とともに新たな資料の収集も行った。そしてこれらの新たな知見の分析のため研究期間を延長した。そ
してこの間の成果として，研究成果の一部を研究雑誌に3本の論文として公刊した。

研究成果の概要（英文）：This research focuses on the creation mechanism and essence of the stock 
company from the perspective of accounting history research, targeting the Dutch East India Company,
 the first public company in history. In this research study, I tried to create the database of 
previous researches in related fields,and disclosed it on the homepage for this research study. And 
then, I wrote three research papers as a part of this research,and they were published in the 
research journal.

研究分野： 会計学

キーワード： 会計史　簿記　オランダ　東インド会社　株式会社

  ３版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
今日，株式会社の存在意義と会計の役割があ
らためて問われようとしている。株式会社の
社会的責任が強調されながら，コンプライア
ンス違反は後を絶たず，また，近年大規模な
粉飾決算も続発し，株式会社の適正な財務報
告，利害関係者の調整，あるいは，内部統制
といった会計に期待される機能も有名無実
化しているのが現状である。このような問題
の根源を解明するためには，その生成期にさ
かのぼり，株式会社と会計の関係をその出発
点から解明する必要がある。これが本研究の
第一の学術的背景である。株式会社は 1602
年オランダで生まれた連合東インド会社
（Verenigde OostIndische Compagnie；VOC
と略される。通称・オランダ東インド会社）
を持ってその嚆矢とされる。爾来，400 年間
にわたりもっとも一般的な会社形態として
存在し続けている。同社の研究は主に経済史
の面から研究が進められているが，その傾向
は，同社の経済活動の中身の分析を中心する
ものが多く，地域的にはアジアを対象として
いるといえよう。具体的には，Cinii をもと
に，「オランダ東インド会社」のキーワード
で検索したところ，2004 年以降の約 10 年間
では40件の文献が登録されている。さらに，
これらの文献で経済活動を扱ったと思われ
る文献の特徴をキーワードで表わせば，「ア
ジア」，「貿易」，「磁器」などであり，「会計」
に関するものは，「アジア」に属する行武和
博の平戸商館に帳簿組織に焦点を当てた2点
のみである。株式会社の生成・本質と会計の
関係に迫るためには，「会計」と「オランダ
本国」をキーワードとした研究が不可欠であ
り，これが本研究を必要とする第二の学術的
背景である。 

 
２．研究の目的 
上記の学術的背景とこれまでの研究成果を
もとに，本研究では，これまでなされてこな
かったオランダ東インド会社の会計システ
ムの全貌を明らかにした上で，株式会社の生
成・本質と会計システムの関係について，会
計史的観点から研究を行う。そこで本研究期
間内では，以下の点を明らかにすることを目
的とする。 
(1)一次史料に基づいた初めての本格的なオ
ランダ東インド会社の会計史的研究を実施
すること。 
これまで，わが国においても株式会社の発生
のメカニズムに焦点を当てた研究は数多く
存在し，中でも大塚久雄『株式会社発生史論』
が大きな影響力をもってきたことは良く知
られている。大塚は膨大な二次資料を渉猟し，
近代経済の発展と株式会社の発生の意義に
ついて論じた。その中で大塚は，同社の会計
システムを｢終わりにいたるまで秘密の中に
閉込められ，乱脈を極めたオランダ東インド
会社の簿記｣と酷評した。同社の衰退の要因
もここに求めたのである。しかしながらこの

説明では，同社の繁栄と会計システムの関係
や，それが重大な欠点を有しながら 200 年間
にもわたって存続しえた原因はなんら説明
できない。それは，同書が会計史料を直接的
な題材としたものではないからである。会計
帳簿は，企業分析のもっとも重要かつ基礎的
資料である。これを分析しうるのは会計史研
究によるアプローチであり，ここに同社を会
計史的に研究する意義が存在するのである。
もちろんこれまでにも会計史の側からの研
究は行われてきた。例えば，茂木虎雄『近代
会計成立史論』では，当座性企業より永続的
企業[継続的]企業へと展開する過程として
連合東インド会社明確に捉え，その会計シス
テムにも言及しているが，二次史料を基にし
ての検討であった。一次史料に基づく会計史
からのアプローチが求められている。 
(2)オランダ東インド会社全体の会計システ
ムの解明すること。 
オランダ東インド会社の会計帳簿について
は，アジアにおける資料は現存するものの，
オランダ本国アムステルダム本店の資料は
あらかた散逸してしまっているといわれて
いる。このことは，オランダ東インド会社の
本社機能と会計システムの関係を解明する
上で長年の大きな障害となってきた。しかし
ながら，比較的近年の，J. P. de Korte（1984）
において，同社の会計史料が断片的にではあ
るが存在することが証明され，研究の可能性
が広まってきている。また，長崎商館など支
店の帳簿については，平戸支店のものの一部
が行武和博によって翻訳され，また同氏によ
って研究が進められているが（たとえば，行
武和博（1992）），あくまでも貿易史の観点か
らであり，会計システム全体を検討したもの
ではないことなどから，本研究が会計研究に
貢献できる余地は大いにあると考える。 
(3)株式会社の現代的意義を会計学の側から
解明すること。 
株式会社制度が成立して400年以上になるが，
カネボウやオリンパスの例を見るまでもな
く，いまだ株式会社を取り巻く会計不正問題
は後を絶たない。このことはわが国にとどま
らず，世界各国でも共通の問題となっている。
この根幹には，株式会社制度がもつ根本的欠
陥が存在するように思われる。すなわち内部
統制と外部報告会計の不完全な結合である。
この問題を解決するためには，株式会社の嚆
矢たるオランダ東インド会社の成立過程と
同社の会計システムについて検討を加える
ことが不可欠である。統制型・非民主的株式
会社といわれた同社は果してその本社にお
いてどのような会計システムを構築し，また
どのように運用されていたのかを知ること
が，株式会社の本質を知る上で必要だからで
ある。会計研究者にしかできないオリジナリ
ティのある研究になるものと考えている。 
（参考文献） 
大塚久雄『株式会社発生史論』(大塚久雄著
作集第 1巻)岩波書店,1969 年。 



橋本武久『ネーデルラント簿記史論』，同文
舘出版，2008 年。 
中野常男・橋本武久「『連合東インド会社』
における企業統治と会計システム」，生駒経
済論叢(近畿大学)，第 2巻,第 1号，2004 年，
13-31 頁。 
行武和博「出島オランダ商館の会計帳簿 －
その帳簿分析と日蘭貿易の実態把握－」『社
会経済史学』，第 11 巻 第 22 号，59-97 頁，
1992 年。 
J.P. de Korte, De Jaalijkse Financiele 
Verantwoording in de Verenighe 
Oostindische Compagnie, Leiden, 1984. 
 
３．研究の方法 
(1)これまで散逸され，全体像が不明とされ
たオランダ本国アムステルダム本社の会計
史料の現存状況について，オランダ・ハーグ
の国立公文書館（Nationaal Archief）にお
ける調査をもとに把握する。また，そのデー
タベースの作成を行う。 
(2)会社草創期のアムステルダム本社および
各カーメル（先駆会社の後継組織）の会計帳
簿の照合と検討を行い，連合東インド会社の
会計システムの全体像とそこで行われた会
計教育法の解明を行う。 
(3)役員会議事録の解読による会社組織と会
計システムの位置づけの研究を行い，連合東
インド会社の記帳原則，帳簿組織図および内
部統制機構を明らかにする。 
(4)オランダ東インド会社 200 年を俯瞰し，
それぞれの時代の社会経済的背景を考慮し
つつ，「企業黎明期→発展期→成熟期→衰退
期」のそれぞれにおいて，同社の会計システ
ムが果した役割を実証的に分析し，その総合
的評価を行う。また研究成果公刊の準備を行
う。 
(5)実務と簿記書，会計通史書とを比較文献
史的に考察する。当日の実務がどのように簿
記書等に反映し，また逆に簿記書がどのよう
な影響を与えたのかを対照させることによ
り，それぞれの門談移転を明らかにする。 
 
４．研究成果 
第 1年度には，本研究全体の第一段階として，
株式会社の嚆矢たる連合東インド会社を研
究対象として，株式会社の生成および本質と
会計システムの関係について，会計史的観点
から研究を行うこととしていた。そして，具
体的には，これまで散逸したとされ，全体像
が不明とされたオランダ本国アムステルダ
ム本社の会計史料の現存状況について，オラ
ンダ・ハーグの国立公文書館（Nationaal 
Archief）における調査をもとに把握し，そ
のデータベースの作成を行う予定であった。 
また，第二段階として，役員会議事録の分析
による会社組織と会計システムの位置づけ
の研究を行い，連合東インド会社の記帳原則，
帳簿組織図および内部統制機構を明らかに
するための作業を開始することを企図して

いた。しかしながら，研究計画を精査したと
ころ，これらの研究を効率的に行うためには，
これまでの 10 年以上に及ぶ研究活動の中で
収集してきた多数の史料の整理と分析を先
に進めるべきものと判断するに至り，計画を
一部変更し，これらの作業を先に進めること
とした。 
そして，当該領域の研究に関するデータベー
スの構築とその開示を目的とした研究用の
作成に着手し，平成 27 年 2 月に原型を完成
することができた。これについては本年度の
研究成果の一部として，平成 27 年 5 月より
公開した。 
第 2年度目には，これまでに収集した史料の
整理と分析を引き続き実施した。なお，本研
究に必要不可欠な史料（資料）の一つとして，
連合東インド会社の役員会議事録をあげ，こ
の収集を計画していたが，これをマイクロフ
ィッシュに集約した史料（資料）（「オランダ
東 イ ン ド 会 社 役 員 会 決 議 事 項 集 成 」
Resolution of the Heren Zeventien of the 
Dutch East India Company, 1602-1796）を
本務校における学内経費によって入手する
ことができたため，若干の研究計画の修正を
行い，オランダ・ハーグ所在の国立公文書館
おける調査よりも，本年度も国内において，
これらの内容確認，整理及び調査を優先的に
行うこととした。当該史料（資料）は，同社
が設立された 1602 年から，解散に至る 1796
年までの，同社の最高意思決定機関における
決議事項の集成であり，779 枚ものマイクロ
フィッシュから成っている。現時点では，本
研究課題に関連するものの整理をし始めた
ところである。また，研究成果の中間報告の
一環として学術雑誌に論文を発表し，本助成
金の研究成果である旨を明示した。 
第 3年度目には，第 1に，入手済みの本社議
事録から，同社会計システム構築の意思決定
過程を明らかにし，加えてその記帳規則，帳
簿組織図を作成すること，第 2に，これらの
検討から，同社の会計システムの全体像につ
いて明らかにすることとし，その成果を基に
最終報告をまとめることとしていた。なお，
研究成果については，上記の既設の学内の個
人ホームページから適宜発信する。また，発
掘史料の適性と評価について，現地のオラン
ダ人研究者との合同研究会を実施し，適宜，
その方向性をチェックする体制を整えるこ
ととしていた。そこで本年は，引き続き収集
資料の分析を継続しつつ，研究の成果の妥当
性について検証すべく平成 28 年 9 月，オラ
ンダに赴き，平成 18 年に実施した在外研究
以来の交流があり，オランダ会計史学者で長
崎 商 館 帳 簿 に 関 し て も 業 績 の あ る
K.Camfferman（カムフェルマン）アムステル
ダム自由大学教授，同様に旧知で，オランダ
東 イ ン ド 会 社 史 の 研 究 者 で あ る C. 
Nierstrasz（ニールストラサッツ）エラスム
ス大学講師と面談し，新たな知見を得るとと
もに，今後の研究課題についても新たな視座



を得ることができた。この他，イギリス・ブ
リティッシュライブラリー，東京大学史料編
纂所にも赴いて，関連する新たな資料を入手
することができた。なお，成果報告の一部と
して専門学術雑誌に論文を公表し，当該論文
が，本研究助成金の成果の一部である旨を明
記した。  
期間を延長した第 4年度目には，当初予定し
た 3年間で得た資料の解読，および研究成果
の集約のために延長した年度である。これま
で合計4年間の研究を総括した。具体的には，
初年度より作成を行ってきた文献データベ
ース化を完了し，収集した文献の解読や分析
結果を集約することができた。そして，本課
題の研究成果の一部を学術論文として公刊
した。すなわち，わが国にもたらされたもっ
とも古い西洋式簿記書の一つとされるもの
の，これまで十分に検討されてきたとは言え
ない Oudshoff, W.『イタリア式あるいは商人
簿記に対する完全なる理論的および実践的
手引き』を取り上げ，文献史的観点から本研
究課題である株式会社の発生に関連して，会
計史的観点から重要な資本勘定の位置づけ
が，株式会社の成立という社会経済的背景を
反映していると思われる簿記書においても
明確に示されていることを学術雑誌に発表
した。 
こうした延べ 4年間の研究活動により，オラ
ンダ東インド会社の簿記および会計システ
ムが，これまで考えられてきたよりも複雑な
ものであり，理論と実務の両面への影響力は
想像以上に大きかったことが明らかになっ
たのである。具体的には，オランダ東インド
会社の一次史料の収集と分析から，これまで
あまり注目されてこなかった史料の中に会
計的なものが多く含まれていることが明ら
かになり，また同社の成立によって簿記書は，
永久資本に対する説明を行う必要が生まれ，
また同社の実務に対応した2帳簿制への移行
とその説明も求められるようになったので
ある。 
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